
 

来
年
度
の
大
津
市
政
の
方 

向
付
け
を
行
う
大
変
重
要
な 

11
月
議
会
が
閉
会
し
ま
し
た
。 

 

新
し
い
副
市
長
の
選
任
、 

新
し
い
教
育
委
員
会
委
員
の 

任
命
、
そ
し
て
市
施
設
の
使 

用
料
変
更
、
更
に
は
任
期
付 

き
職
員
制
度
な
ど
、
今
回
も 

多
岐
に
わ
た
る
分
野
で
議
論 

を
行
い
ま
し
た
。 

 

一
般
質
問
で
は
、
「
産
業 

振
興
政
策
」
「
教
育
行
政
改 

革
」
「
ご
み
施
設
・
減
量
政 

策
」
を
中
心
に
取
り
上
げ
、 

様
々
な
提
案
を
行
っ
た
と
こ 

ろ
で
す
。
（
本
紙
に
て
解
説 

い
た
し
ま
す
。
） 
 

早
い
も
の
で
、
年
の
瀬
も 

近
づ
い
て
き
ま
し
た
。
ど
う 

か
皆
々
様
に
お
か
れ
て
も
、 

御
身
体
十
分
ご
自
愛
頂
き
ま 

し
て
、
清
々
し
く
新
年
を
迎 

え
ら
れ
ま
す
こ
と
を
心
よ
り 

祈
念
申
し
上
げ
ま
す
。 
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■ 

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
制
度
」
導
入
に
つ
い
て 

● 

質
問
の
趣
旨 

 

い
じ
め
対
策
に
有
効
だ
と
地
域
住
民
が
学

校
運
営
に
深
く
関
与
す
る
地
域
運
営
学
校

（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
）
の
導
入
を

昨
年
12
月
議
会
に
提
案
し
ま
し
た
。 

 

教
育
委
員
会
内
部
で
の
検
討
を
経
て
、
本

年
10
月
に
大
津
市
教
育
長
が
そ
の
導
入
を
明

言
し
ま
し
た
。 

 

早
期
に
導
入
す
る
こ
と
を
望
み
ま
す
が
、

そ
の
た
め
に
は
幾
つ
か
議
論
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
問
題
が
あ
り
ま
す
。 

 

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
」
は
地
域

と
の
密
な
関
係
構
築
が
必
要
と
な
る
こ
と
か

ら
、
本
年
度
か
ら
試
行
さ
れ
て
い
る
「
学

校
・
地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
本
部
」
の
活
動

内
容
の
見
直
し
を
、
公
民
館
の
在
り
方
と

セ
ッ
ト
で
再
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。 

 

ま
た
、
既
に
市
民
に
定
着
し
て
い
る
「
学

校
選
択
制
」
と
の
兼
ね
合
い
や
、
地
域
の
自

主
性
を
重
ん
じ
た
「
学
校
ご
と
の
学
力
テ
ス

ト
公
表
」
の
問
題
で
す
。 

 

●
答
弁
の
趣
旨 

 

平
成
28
年
４
月
の
制
度
導
入
を
め
ざ
し
、

そ
れ
ま
で
に
様
々
な
課
題
に
取
り
組
む
。 

● 

質
問
の
背
景
・
解
説 

 

地
域
住
民
が
学
校
運
営
に
深
く
関
与
す
る

「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
」
を
導
入
す

る
自
治
体
が
増
え
て
い
ま
す
。
（
平
成
２
５

年
・
全
国
で
１
５
７
０
校
） 

 

子
ど
も
に
と
っ
て
学
校
だ
け
が
学
ぶ
場
で

は
な
く
、
地
域
や
家
庭
が
一
体
と
な
っ
て
子

ど
も
を
育
て
見
守
る
、
こ
の
日
本
的
で
あ
り

な
が
ら
も
、
先
進
的
な
取
り
組
み
が
大
津
市

で
も
導
入
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。 

 

今
後
は
学
校
選
択
制
と
の
兼
ね
合
い
問
題

な
ど
が
課
題
と
し
て
残
り
ま
す
。 

 

制
度
導
入
の
平
成
２
８
年
４
月
に
向
け
て

議
論
を
尽
く
し
て
参
り
ま
す
。 

 

■ 

教
育
委
員
会
委
員
の 

 
 

新
し
い
人
事
案
に
つ
い
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● 

質
問
及
び
答
弁
の
概
要 

 

新
し
い
教
育
委
員
会
委
員
に
、
日
渡
円

（
ひ
わ
た
り
・
ま
ど
か
）
氏
を
任
命
し
よ
う

と
す
る
人
事
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。 

 
宮
崎
県
で
の
キ
ャ
リ
ア
が
長
く
、
関
西

（
兵
庫
）
に
来
て
２
年
の
方
で
あ
る
た
め
、

大
津
市
の
教
育
行
政
を
担
う
に
当
た
り
、
大

津
の
子
ど
も
の
た
め
に
主
体
的
に
取
り
組
む

こ
と
が
で
き
る
の
か
を
問
い
ま
し
た
。 

 

市
長
か
ら
は
現
場
を
回
っ
て
も
ら
う
よ
う

本
人
に
お
願
い
し
た
い
と
答
弁
を
得
ま
し
た
。 



 
■ 

ご
み
減
量
政
策
・
ご
み
処
理
施
設
に
つ
い
て 

 

■ 

大
津
市
の
産
業
振
興
政
策
に
つ
い
て 

  

 
「産業振興・企業育成マイレージ制度」 
 
シャープ亀山工場撤退による経済政策の変更を行った三重県が 
本年度から導入した産業振興政策。従来の大規模工場の誘致か
ら、地場の中小企業を育成する視点から、小規模投資をポイン
ト化し５年間累計で一定の助成を行うもの。 
障がい者雇用の促進施策とも連携し、福祉政策の推進も行う。 

「市民向けのごみ減量施策案内パンフレット」 

 
「みんなの ごみダイエット運動」  
 
京都市が市民主導で行っている取り 
組み「京都未来まちづくり百人委員 
会」のようなスタイルで行う、市に 
よる押し付け感が少ない「ごみ減量 
運動」を提案しました。 

● 

質
問
の
趣
旨 

 

大
津
市
が
作
成
し
た
「
ご
み
減
量
実
施
プ

ラ
ン
」
に
よ
る
と
、
来
年
度
に
は
ご
み
を
９

千
ト
ン
減
量
、
再
来
年
度
に
は
１
万
ト
ン
減

量
す
る
こ
と
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

時
を
同
じ
く
し
て
、
過
日 

ご
み
処
理
施
設

か
ら
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
や
バ
イ
ジ
ン
が
検
出
さ

れ
焼
却
炉
が
停
止
す
る
な
ど
、
築
25
年
程
度

経
過
す
る
処
理
施
設
の
老
朽
化
問
題
が
ク

ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
て
き
ま
し
た
。 

 

こ
う
し
た
老
朽
化
の
影
響
は
、
更
な
る
減

量
を
市
民
に
強
い
る
こ
と
に
繋
が
ら
な
い
か
、

そ
し
て
専
門
家
を
交
え
た
審
議
会
に
よ
り
施

設
整
備
と
減
量
政
策
を
セ
ッ
ト
で
議
論
し
て

も
ら
う
べ
き
で
は
な
い
か
と
質
問
を
行
い
ま

し
た
。 

 

ま
た
、
減
量
計
画
は
市
が
勝
手
に
決
め
て
、

市
民
に
押
し
付
け
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
市

民
の
協
力
を
得
る
た
め
に
は
、
企
画
・
実

施
・
検
証
に
市
民
が
参
加
す
る
必
要
性
を
指

摘
し
ま
し
た
。 

● 

答
弁
の
趣
旨
と
質
問
背
景 

 

ご
み
減
量
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ご
み
処
理
施
設
を
減
ら
す
こ
と
を
決
定

し
、
焼
却
能
力
が
低
下
し
た
た
め
で
す
。 

 

老
朽
化
に
よ
る
処
理
性
能
の
低
下
を
各
種

計
画
に
具
体
的
に
ど
の
よ
う
に
反
映
し
て
い 
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ま
し
た
。 

● 

質
問
の
趣
旨 

 

平
成
24
年
度
大
津
市
の
財
政
は
非
常
に
悪

化
い
た
し
ま
し
た
。
一
番
の
原
因
は
、
法
人

税
の
大
幅
な
減
少
で
す
。
地
域
経
済
活
性
化

が
財
政
経
営
上
、
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い

ま
す
。 

 

そ
こ
で
昨
年
、
大
津
市
に
提
案
し
た
「
中

小
企
業
振
興
に
関
す
る
研
究
会
」
に
お
い
て
、

今
後
、
中
長
期
的
な
視
点
に
立
っ
た
「
産
業

振
興
基
本
計
画
」
及
び
地
元
中
小
企
業
育
成

の
視
点
に
立
っ
た
「
中
小
企
業
活
性
化
推
進

条
例
」
を
検
討
す
る
よ
う
提
案
を
し
ま
し
た
。 

 

ま
た
、
優
れ
た
地
域
活
性
化
政
策
を
企
画

立
案
す
る
た
め
に
「
経
済
波
及
効
果
測
定
シ

ス
テ
ム
」
の
活
用
を
行
う
こ
と
、
そ
し
て
小

規
模
投
資
を
積
み
立
て
て
ポ
イ
ン
ト
化
し
総

額
に
対
し
て
助
成
す
る
「
マ
イ
レ
ー
ジ
制

度
」
の
提
案
を
い
た
し
ま
し
た
。 
 

 

● 

答
弁
の
趣
旨
と
解
説 

 

中
長
期
的
な
「
産
業
振
興
基
本
計
画
」
に

つ
い
て
は
明
言
は
な
か
っ
た
も
の
の
、
よ
い

方
向
で
の
検
討
が
な
さ
れ
る
よ
う
な
印
象
を

受
け
ま
し
た
。 

 

「
中
小
企
業
活
性
化
推
進
条
例
」
、
「
経

済
波
及
効
果
測
定
シ
ス
テ
ム
の
活
用
」
に
つ

い
て
は
一
定
の
検
討
を
伺
わ
せ
る
も
の
で
あ

り
ま
し
た
が
、
比
較
的
後
ろ
向
き
な
答
弁
で

あ
り
、
課
題
解
決
に
向
か
う
よ
う
に
調
査
検

討
が
必
要
と
な
り
ま
す
。 

 

ま
た
「
産
業
振
興
・
企
業
育
成
マ
イ
レ
ー

ジ
制
度
」
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
国
の
助
成

金
等
が
あ
り
、
中
小
企
業
者
へ
の
支
援
は
そ

ち
ら
を
優
先
す
る
と
の
こ
と
で
す
。 

 

し
か
し
な
が
ら
、
国
の
経
済
対
策
は
増
税

反
動
を
抑
え
る
一
時
的
な
も
の
で
あ
り
、
市

独
自
の
政
策
が
今
後
必
要
で
あ
り
ま
す
。 

大 津 市 に 提 案 し た 事 業 大 津 市 に 提 案 し た 事 業 

今 年 （２０１３年） の 議 員 活 動 の 成 果 

「私立幼稚園の保育料補助」が継続！ 真野大野の不法投棄ドラム缶撤去が開始！ 

市幹部の家賃負担返還請求により一部返還 

「コミュニティ・スクール」。２０１６年４月からの実施方針が決定！ 

「新産業ビジネスプラン認定制度」の新設！ 

「大津市子どものいじめの防止に関する条例」の政策検討・制定！ 

市内中学生のいじめ自殺事案を受け、市議会が設置した政策検討会議のメンバーとして条例づくりに参画しました。 
「いじめ対策行動計画策定」や、第三者機関「大津の子どもをいじめから守る委員会」の設置を提言し、条例に盛り込まれるこ 
ととなりました。2月議会で議決、４月から施行されています。 

地域と学校との連携強化を図り、健全な子どもの育成と、地域ごとの特色を生かした学校づくりを目指す「コミュニティ・スク 
ール」を提案し、市教委内での検討を促してきました。11月議会で再度提案を行い、2016年からの実施方針が決定しました。 

市長の事務事業評価により一旦、廃止決定していた 
「私立幼稚園保育料補助事業」が、粘り強い交渉に 
より、当分は継続されることが決定。公立、私立に 
関らず、負担軽減の維持に成功しました。 

社会的信用力が低いベンチャー企業を育成するために 
草津市と共同でビジネスプラン認定制度を、来年度か 
ら実施することを提案し、おおよそ決定しました。 

地元で長年懸案であった不法投棄物 
の撤去問題。再三にわたる早期撤去 
要請を行い、12月2日からようやく 
撤去作業が開始されました。 

支払い規定がないまま、市が副市長らに負担していた家 
賃等の返還を求め監査請求を行い、大津市に対してその 
一部を返還し、規定を設けるように意見が出されました。 


